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ライセンシング手続きの流れライセンシング手続きの流れ

UCサンフランシスコOTMの例大学教授等の発明者が
OTMに“Technology Disclosure Form”を提出

OTM書類の受理
当該案件のLicensing Officer（LO）を選定

LOは当該発明の製造フィィジビリティ、革新性、市場の可能性などを査定し、
ライセンシング戦略を立案（non-exclusive／exclusiveの選択）
※この段階で、将来顧客と成り得るライセンシング企業や
ベンチャーキャピタル（VC）等からの意見を聴取

上記情報を踏まえ、LOが当該案件をUCSFの特許として
申請するかどうかを決定※UCSFでは4件に1件の割合で特許申請。
また、原則として特許の申請時にはライセンシーを確保しておく

外部の法律事務所を通じて
The US Patent and Trademark Office（PTO）特許申請

UCSFとライセンシーによる契約
※通常、ライセンシング期間は15～20年

UCFS技術管理事務所
Officer of Technology
Management（OTM）



技術移転機関の活動実績技術移転機関の活動実績

スタンフォード大学 OLT（Office of Technology Licensing）
1969年設置

Source：OTL Annual Report （2001-2002）

活動実績 98-99 99-00 00-01

発明開示件数 236 252 277 315

新規ライセンス契約数 147 162 137 112

ロイヤリティ収入（グロス） 4010万ドル 3690万ドル 4120万ドル 5020万ドル

ロイヤリティ$100,000以上の発明数 32 38 47 42

配分先 98-99 99-00 00-01

発明者 640万ドル 590万ドル 970万ドル 1103万ドル

学部 780万ドル 690万ドル 1060万ドル 1350万ドル

学科 740万ドル 690万ドル 1050万ドル 1310万ドル

ライセンスで得た
純利益の配分状況

01-02

01-02



ライセンスで得た収入の学部への配分内訳ライセンスで得た収入の学部への配分内訳

スタンフォード大学OTL

$8,234,915School of medicine
（医学部）

$3,307,942School of Humanities and Sciences
（文・理学部）

$1,220,154School Engineering
（工学部）

$454,448その他

$13,191,278合計

学 部 配分額

Source：Stanford University OTL Annual Report （2001-2002）
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技術移転とは？技術移転とは？

アイディアや工夫を研究室
から企業へ移し、製品化・
サービス化する

ほとんどの技術移転は教
育、出版、学生、コンサル
ティング等による。パテント
ライセンシングはほんの
数％



大学研究活動への投資で大学研究活動への投資で
ハイリターンを得る米国政府ハイリターンを得る米国政府

大学平均で特許ライセンス純売上高の3%

政府は所得税、給与税、資本利得税、法人所得税として
売り上げの約15％を受け取る

大学の特許に与えられたフリーライセンス

300件 (1980年）～3800件 （2000年）

UC単独で456件 (バークレー校49件～2001年度)



技術移転の公的利益技術移転の公的利益
～経済的影響～経済的影響

1999年の大学研究 (米国、 カナダ) 
～409億$の経済活動、28万件の新たな仕
事

1999年度～市場に4,269 の製品
米国の大学に年間約4,000の新特許
昨年はＵＣで456件



技術移転の公的利益（２）技術移転の公的利益（２）
～経済的影響と起業精神～経済的影響と起業精神

1980以降米国の大学で3,376件の起業

米国・カナダで年間300件の割合

– バークレイ校から約50件 (過去8年間。株式保有12
件: バイオテクノロジー企業6件、エンジニアリング/
コンピュータ・サイエンス6件)

– UCから約150件 (9つのキャンパスと3つの国立研
究所)

– 2000年度の米国とカナダの新興企業中、ライセン
サーの株式保有56％



大学技術移転は投資を大学技術移転は投資を
呼び起こす呼び起こす

民間企業では：

大学テクノロジーは初期段階。経費のかかる調査
開発が発明の「萌芽」を実用化段階にする。

企業は経費がかかる長期の調査開発には、知財
保護なしには投資しない。（通常独占的特許ライ
センス）

民間企業による大学研究の後援

連邦政府によるNIST、NSF（技術開発センター）
のようなテクノロジー開発プログラム



UCUCでの企業後援研究は：での企業後援研究は：

調査開発資金を活用する（マッチング・グラント
と調査開発税額控除）

商業目標を補完し加速する最先端研究にアク
セスできる

高度な訓練を受けた科学者（企業コンサルタン
トになる可能性のある）が実施する

発明に対する知的財産権を得る

未来の職員或いはコンサルタントとしての熟練
科学者との関係を育む



UCUCでの研究に対するカリフォルニア州での研究に対するカリフォルニア州
後援によるハイテク投資の誘因後援によるハイテク投資の誘因

カリフォルニア州 カリフォルニア大

カリフォルニア大サイエンス・イノベーション研究所の
州後援マッチング・グラント

カリフォルニア大マルチキャンパス学際センター (CITRIS) の
IT民間企業後援

http://www.citris.berkeley.edu/
定量生体医学、バイオテクノロジー、 生体工学研究所(QB3) 

http://www.qb3.org/



カリフォルニアのバイオテクノロジーカリフォルニアのバイオテクノロジー
（（UCUCのバイオテクノロジー・プログラムのバイオテクノロジー・プログラム

～～S. S. HuttnerHuttner, Ernst and Young, Ernst and Young））

カリフォルニアにある 414 以上のバイオテ
クノロジー企業 (後援企業を含めると 2,500)

その1/4 はＵＣ科学者による創設

1/3 はＵＣのキャンパスから35マイル以内

1,150億$が調査開発に使われる (2000年)

製品輸出 460億$(2000年)

25万人の雇用者の賃金合計 約850億$





起業精神に富む環境での起業精神に富む環境での
UCUCバークレイ校の技術移転バークレイ校の技術移転
技術移転機関による
見積もり （1990）
毎年120の発明
約50の新興企業中、
12企業の資本

•最先端研究の大学
•ベンチャーキャピタル
•起業精神
•小企業の臨海密度
•科学諮問委員会で高い割合を
占める教官
•サービスプロバイダー
•ハース・スクール・オブ・ビジネス
ネットワーク

～以上の合流する地点



カリフォルニアのバイオテクノロジー企業におけるカリフォルニアのバイオテクノロジー企業における
UCUCバークレイ校バークレイ校Ph.D.Ph.D.取得者の地位取得者の地位

(n=160)(n=160)

UC BioSTAR

Critical Linkages 
Project

Executive
7%

Founder
13%

Clinical Aff.
2%

Mfg. 3%

usiness Dev.
4%

Pres/CEO/CSO/
CTO
14%

Legal Affairs
1%

Admin. 2%

R&D
54%

Scientific Staff
13%

Scientific Adv.
Bd.
5%

Postdoc.
3%

Senior Scientist
24%

R&D Executive
9%



UCUCの統合政策の統合政策

複数のライセンシングオフィス複数のライセンシングオフィス

他に３つの国立研究所:

L. Berkeley National (1988), L. Livermore (1985), Los Alamos (1988)

他に３つの国立研究所:

L. Berkeley National (1988), L. Livermore (1985), Los Alamos (1988)

サンタクルーズ校、リバーサイド校、サンタバーバラ校、(マーセド校) 
には独自のキャンパス・オフィスなし

UC 統合技術移転事務所
カリフォルニア州オークランド

バーク
レー校

1990

ロサンゼ
ルス校

1990

サンディ
エゴ校

1994

サンフラ
ンシスコ

校1997

デイビ
ス校

1999

アーバ
イン校

1994

ライセンシングの分散化



UCUCにおける技術移転における技術移転

ライセンシング・収入の75%はバイオテクノロ
ジーから

上位25の発明＝収入の77% 
Ｂ型肝炎ワクチン、人間成長ホルモン、ゲ
ル・スキャナ、ニコチンパッチ、動脈瘤治療

カマローサ種苺 (デイビス校) 年間27００万$
(植物特許)



UCUCの総合ライセンシング収入（の総合ライセンシング収入（20002000年度）年度）
22億億7,8707,870万万$$

Earned Royalties
$58.2

Issue Fees
$4.7

Minimums
$3.9

Other Legal
Settlements
$1.0

Reimbursements
$10.9

Human Growth
Hormone Settlement
$200.0



全学の収入分配全学の収入分配
20012001年度年度 7,2907,290万万$$
$6.2M

Payment to Joint
Holders

$12.3M
Net Legal
Expenses

$5.0M
Net Income

$10.7M
Operating
Expenses

$0.2M
Research
Allocation

$5.4M
General Fund
(State) Share

$33.1M
Inventor Shares



OTT
78.5%
(314)

Campus
21.5%
(86)

01年度
N=904

OTT
43.1%
(390)

Campus
56.9%
(514)

95年度
N=400

ライセンス・オプションの運営ライセンス・オプションの運営
9595年～年～0101年の６年間年の６年間

126%
契約増加



UCUCの発明に関するの発明に関する

特許使用料収入の件数特許使用料収入の件数
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実用特許のライセンス供与
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0101年度年度 大学における発明トップ大学における発明トップ10 10 
トップトップ5 = 5 = 収入の収入の54%54% トップトップ25 = 77%25 = 77%

タイトル 2000年度収入 2001年度収入

B型肝炎ワクチン SF (1979,1981)                $26,462,000            $24,005,000

頭蓋内動脈瘤治療 LA (1989)                     $5,671,000 $6,224,000

ダイナミック皮膚冷却法 IR                          $2,785,000                $3,600,000

カマローサ種苺 DA (1992)                          $2,266,000                $2,674,000

リポソーム法 SF (1977)                                $1,744,000             $2,589,000

間質性膀胱炎治療法 SD (1998)                 $1,793,000                $2,115,000

酵母発現ベクター SF (1982)                       $1,403,000                $1,694,000

ウレタン媒体/局所使用 IR (1986)                    $33,000                $1,513,000

蛍光共役探触子 BK (1981)                        $1,248,000                $1,342,000

人間成長ホルモンSF (1977)                       $2,890,000                $1,288,000



カリフォルニア大学のキャンパス別実績カリフォルニア大学のキャンパス別実績

キャンパス名

ＵＣＢ バークレー校

ＵＣＤ デイビス校

ＵＣＩ アーバイン校

ＵＣＬＡ ロサンゼルス校

ＵＣＲ リバーサイド校

ＵＣＳＢ サンタバーバラ校

ＵＣＳＣ サンタクルーズ校

ＵＣＳＤ サンディエゴ校

ＵＣＳＦ サンフランシスコ校

発明件数

667

612

347

686

184

290

76

1,038

1,104

特許件数

371

274

128

320

66

141

15

370

576

ライセンス収入

（単位：千ドル）

7,124

10,036

6,240

9,559

1,174

985

75

7,715

38,500

（注）ライセンス収入は各キャンパス以外にもＯＴＴが管理・運営を行う
エネルギー省（ＤＯＥ）研究所からの収入がある（1,470千ドル）。

（出典）カリフォルニア大学



産学連携活動の日米及び九州との比較産学連携活動の日米及び九州との比較
米国に比べ日本は、特許ライセンシング率や大学発ベンチャー企業数が圧倒的に少なく、優
れた技術の多くが死蔵。

高揚機運にある産学連携活動を経済活性化に結びつけるためには、更なる支援策が必要。

（出展）
日本：経済産業省調べ
米国：AUTM（米国技術管理協会編）“Licensing Survey 2000）

134千人153千人14.6千人大学教官数

64%17%14%ライセンス件数／特許出
願件数

2,624社424社59社大学発ベンチャー数

11.1億ドル3.0億円0.5億円ロイヤリティ収入

3,606件231件35件ライセンス件数

5,263件1,145件255件特許出願件数

142機関31機関4機関TLO数
米 国日 本九 州



18万平方フィート（約16720㎡）の生体医学研究
施設
J. David Gladstone研究所

17万平方フィート（約15790 ㎡）の神経科学研究施
設
UCSF 建設中

25万平方フィート（約23230 ㎡）のキャンパス・
コミュニティ・センター
UCSF
16万5千平方フィート（約15330 ㎡）の定量生体
医学研究施設
UCSF 建設中

ジェネンテック・ホール；44万平方フィ
ート（約40880 ㎡）生体医学研究施設
UCSF 建設中

595戸の住居施設／7万5千平方
フィート（約6968 ㎡）の商店街
Catellus土地開発
建設中

280戸の住居施設
アバロン・ベイ
建設中

34戸の住居施設／2万5千平方
フィート（約2323 ㎡）のオフィス
街
Catellus土地開発建設中

100戸の住居施設
サンフランシスコ再開発局
建設中

28万平方フィート（約26010 ㎡）
のオフィス街
Catellus土地開発建設中

国際レベルの官民共同研究環境を共



建設中のUCSFジェネンテック・ホール（第24ビル）





産業研究開発事務所（OIRD）

UCSF内での産学間の窓口

http://oird.ucsf.edu



UCSF at Mission BayUCSF at Mission Bay

遺伝子学・発生科学ビル

建設中。2003年完成予定

コミュニティ・センター

2002年起工予定



Life Sciences Campus Life Sciences Campus 
第3ビル：研究施設

8万5千平方フィート（約7897㎡）、2階建て
2002年起工予定

第1ビル：研究施設

15万平方フィート（約13935 ㎡）、6階
建て
2003年起工予定

第2ビル：
J. David Gladstone研究所

18万平方フィート（約16720 ㎡）、6階建て
2003年起工予定



Office & Technology CampusOffice & Technology Campus

第2ビル
27万平方フィート（約25080㎡）、6階
建て

第1ビル（Gap, Inc.）
28万3千平方フィート（約26290 ㎡ ）、6
階建て
2002年完成予定



南カリフォルニア大学における
産学官連携の取り組み

１．大学は、優れた発明等を通して、地域経済を活性化する
エンジンとなるべきである。

２．大学は、技術移転を行うことにより社会貢献することをポ

リシーとして明確にしなければならない。

３．これらを達成することは、すなわち、これまでの大学の文

化を変革することである。
そのためには、長期計画の作成と、実行が不可欠である。

４．質の高い研究によって初めて、質の高い知財がうまれる。

Cornelius Sullivan 副総長より



ＵＳＣは１８８０年創立：ＵＳＣは１８８０年創立： １９７０年頃までは、小さな大学に１９７０年頃までは、小さな大学に
すぎなかった。すぎなかった。

米国におけるＲ米国におけるＲ ＆＆ ＤＤ トップの大学を目指し、活動した結果、トップの大学を目指し、活動した結果、

現在では、連邦政府からの研究助成金の額、教授の質が、現在では、連邦政府からの研究助成金の額、教授の質が、
私立大学（米国）：私立大学（米国）： ベスト１０ベスト１０
全大学（米国）全大学（米国） ：： ベスト２０ベスト２０

に、ランクされるようになった。に、ランクされるようになった。

連邦政府からの研究助成金：連邦政府からの研究助成金： ４００億円４００億円

知的財産の創造と活用は、長期にわたる継続的な
変革が必要である。

産学官連携コーディネーター自らの成長が必要産学官連携コーディネーター自らの成長が必要



USCUSCの会計の会計

１年間の予算：１年間の予算： １，５００１，５００ 億円億円

収入の内訳は収入の内訳は

授業料：授業料： 約４５０億円約４５０億円
大学の事業（学食経営・グッズ販売等）：大学の事業（学食経営・グッズ販売等）： 約１６０億円約１６０億円
附属病院：附属病院： 約１００億円約１００億円
プロフェッショナルサービスより：プロフェッショナルサービスより： 約１００億円約１００億円
外部よりの研究費：外部よりの研究費： 約４００億円約４００億円
企業・個人よりの寄付：企業・個人よりの寄付： ３００億円３００億円



Endowment Fund

Endowment Fundとは：
元金をなるべく使わないで、その資金の５％を上限に
大学で有効活用するというFund

財源は：
卒業生よりの寄付
在校生の家族よりの寄付
地域の財団・企業よりの寄付

ＵＳＣの卒業生が、その企業で
頑張ることで、リターン

ＵＳＣのEndowment Fundは、現在 ２，０００億円
１００億円／年のフリーハンドの金額を、大学は
つかうことができる。



大学が多額のフリーハンドのお金を持つことで、
新しい講座を創る等、常に時代にマッチした動きが
即できる。

大学がフリーハンドのお金を持つことが、
大学を活性化する。

米国では、Charitable またはReligious な団体への寄付は、
全額が控除され、税金の対象外となる。



日米大学収入構造比較日米大学収入構造比較

スタンフォード大学 慶応大学

総収入：17億6900万ドル 総収入：743億円

授業料・手数料
16%

政府研究委託費
36%企業等寄付金
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資産運用収入
8% 事業収入他
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日米大学収入構造比較日米大学収入構造比較

スタンフォード大学 高知大学

総収入：17億6900万ドル 総収入：141億円

授業料・手数料
16%

政府研究委託費
36%企業等寄付金

20%

資産運用収入
8%

事業収入他
20%

授業料・手数料
22%

政府研究委託費
2%

企業等寄付金
3%

資産運用収入
1%

事業収入他
※附属病院収入含

72%



大学収入構造比較大学収入構造比較

高知大学

総収入：141億円

授業料・手数料
22%

政府研究委託費
2%

企業等寄付金
3%

資産運用収入
1%

事業収入他
※附属病院収入含

72%

慶応大学

総収入：743億

授業料・手数料
58%政府研究委託費

19%

企業等寄付金
20%

資産運用収入
8% 事業収入他

10%



高知大学収入構造高知大学収入構造

附属病院収入有

総収入：141億円

授業料・手数料
22%

政府研究委託費
2%

企業等寄付金
3%

資産運用収入
1%

事業収入他
※附属病院収入含

72%

附属病院収入無

総収入：43億円

授業料・手数料
73%

政府研究委託費
7%

企業等寄付金
11%

資産運用収入
3%

事業収入他
7%



米国大学の経済効果米国大学の経済効果ⅠⅠ
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米国大学の経済効果米国大学の経済効果ⅡⅡ
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米国大学の技術移転による経済効果

出展：AUTM「Licensing Survey FY 1996～2000
（米国大学トップ100の大多数の大学、病院、研究所、およびカナダの研究所を含む）

（社） （億ドル） （千人）























国際映画祭への扉国際映画祭への扉
フィルムマーケットフィルムマーケット

アメリカン・フィルム・マーケット
American Film Market
カンヌ・マーケット

Cannes Market
ミラノ・マーケット

MIFED 
ベルリン・マーケット

European Film Market
モントリオール・マーケット

The Montreal International Film Market
ベネチア・マーケット
Venice Screenings
アジア・フィルム・マーケット

Asia Film Market
ホンコン・マーケット

Hong Kong International Film&TV Market
南アフリカ・マーケット

Southern African International Film and TV Market
IFP・マーケット

Independent Feature Project Market



アメリカン・フィルム・マーケットアメリカン・フィルム・マーケット
世界３大フィルムマーケットのひとつ
（フランスのカンヌ、イタリアのMIFEDと
並ぶ）
JETRO出展に日本の制作会社４社
出展
（Eleven Arts、ミコット＆バサラ、ガイナックス、東北
新社）

参加国数７０カ国/３４７社出展、商談
日本からバイヤー中心５７社２１０人
参加
アメリカ１１４社・２３０人に次ぐ規模
前年比＋５％増、期間中計７２１２人
の参加者
（出展関係者（売り手、プロデューサー、エージェント、弁護士、金融
関係者、投資家など）

３６７２人（＋７％）、バイヤー１４３４人（＋１０％）



映画等日本文化の輸出映画等日本文化の輸出
販売増強にはプロモーションの販売増強にはプロモーションの
強化・工夫が絶対条件～１．強化・工夫が絶対条件～１．

自らのコンテンツを売り込みに行って自らのコンテンツを売り込みに行って
いない課題の克服。いない課題の克服。
アメリカは市場は特殊、アジア系の実アメリカは市場は特殊、アジア系の実
写ものはほとんど売れていない。写ものはほとんど売れていない。
AFMAFMはアメリカ以外も含めた全世界はアメリカ以外も含めた全世界
が対象が対象→→日本の実写ものも分かりや日本の実写ものも分かりや
すい作品であれば一定のニーズがあすい作品であれば一定のニーズがあ
る。る。
日本のアニメは評価が高い、きちんと日本のアニメは評価が高い、きちんと
英語として売り込英語として売り込んむんむ戦略が必要。戦略が必要。
アメリカも含め諸外国で売るためのプアメリカも含め諸外国で売るためのプ
ロモーション・コンセプトの変革。ロモーション・コンセプトの変革。



映画等日本文化の輸出映画等日本文化の輸出
販売増強にはプロモーションの販売増強にはプロモーションの
強化・工夫が絶対条件～２．強化・工夫が絶対条件～２．
日本は製作する段階から作者は世界を相手に日本は製作する段階から作者は世界を相手に
コンセプトしていない。コンセプトしていない。
文化輸出する産業的感性（エンターテーメントと文化輸出する産業的感性（エンターテーメントと
は、何か？）、娯楽で人を喜ばせて儲けるマーケは、何か？）、娯楽で人を喜ばせて儲けるマーケ
ティング（米国の基本スタンス＝ティング（米国の基本スタンス＝11本本100100億円儲億円儲
ける）ける）
ライセンシングから投資、流通に至る全体環境ライセンシングから投資、流通に至る全体環境
ののFormationFormationの構築。の構築。

スタート段階からポスター、パンフレット、トレースタート段階からポスター、パンフレット、トレー
ラーを英語でイメージする。ラーを英語でイメージする。
バイヤーとしてだけでなく、セーラー、プロデューバイヤーとしてだけでなく、セーラー、プロデュー
サー、弁護士、投資家としてのプレゼンスの向サー、弁護士、投資家としてのプレゼンスの向
上が不可避。上が不可避。



映画等日本文化の輸出映画等日本文化の輸出
販売増強には販売増強にはプロモーションのプロモーションの
強化強化・工夫が絶対条件～３．・工夫が絶対条件～３．
Regale
Budget
Marketing
Production
Investors
Protect & Law 



米国に学ぶ産学官連携の構築
１．大学の社会貢献 地域経済の活性化

技術移転の戦略目標をブラッシュアップしながら、その
達成に向けて、経営能力の向上を図ってきた。

２．統合大学本部（大学コンソーシアム）を創立し、
産学官連携従事者のスキルアップを、常時スーパー
バイズし、大学の改革、質の高い地位向上を図ってきた。
３．大学内における知財の創出と活用のポリシーを、教官に
インセンティブを与え、意識改革を定着させてきた。
４．産学官に加えて、ＮＰＯ、学生をも含めたダイナミックな地
域連携の公益循環サイクルを一体的に構築してきた。
・ 大学： 質の高い学生と、質の高いＩＰの創出。
・ NPO（インキュベーター）： リアルビジネスを学ぶ機会

の提供。
・ 産業界（卒業生）、在校生の家族、財団等：

Endowment Fund 等による大学への資金提供。
５．幅広いネットワークを構築し、リターンさせることが重要。



Philosophy of Academy Art Philosophy of Academy Art 
CollegeCollege





Philosophy of Academy Art CollegePhilosophy of Academy Art College
・・Academy Art College

Academy Art College、、7000
7000人の人の

学生に対して、フルタイムのディレ

学生に対して、フルタイムのディレ

クター（教授）

クター（教授）2020人。人。

・教官講師：

・教官講師：200200名全員が非常勤、

名全員が非常勤、

11時間４００＄のパートタイム。

時間４００＄のパートタイム。

・大学経営の哲学が、産業、企業、

・大学経営の哲学が、産業、企業、

市場は日々変動している。

市場は日々変動している。

・流行や傾向も当然移り変わる。

・流行や傾向も当然移り変わる。

・・2020年も年も3030年も一人の先生が教え

年も一人の先生が教え

あるなどあり得ない。

あるなどあり得ない。

・常に、第一線のメジャーアーチス

・常に、第一線のメジャーアーチス

トやサイエンティストが入れ替わり

トやサイエンティストが入れ替わり

教鞭をとることが、学生にとっての

教鞭をとることが、学生にとっての

ブランド。

ブランド。





豊田泰久氏昭和２７年、広島県福山市生まれ。

九州芸術工科大学音響設計学科を

卒業後、５２年に永田音響設計に入

社。サントリーホールや札幌コン

サートホール(通称キタラ)など、これ

までに国内外で５０以上のコンサー

トホールや多目的ホールのプロジェ

クトを手掛けた。
ウォルト・ディズニー・コンサート

ホール
故ウォルト・ディズニー氏のリリアン

未亡人がクラシック好きだった亡夫

と町のために１９８７年に寄付した５

０００万ドルをもとに建設された大型

コンサート施設。ロサンゼルス交響

楽団の本拠となる。オーケストラを客

席が囲むワインヤード型で、客席数

は２２６５席。９２年に着工。不況下

での資金不足やノースリッジ大地震

(９４年)による強度見直しで工事が
中断、９４年の完成予定が大幅に遅

れた。


